
（単位：千円）

縮減額
(一般財源）

担当課

【廃止】 松山市まちなか子育て・市民交流事業 36,739 地域経済課

【見直し】 9,801 環境モデル都市推進課

【見直し】 9,300 国保・年金課

【見直し】 (公財)松山国際交流協会運営補助事業 7,079 観光・国際交流課

【見直し】 ことばのちからイベント事業［松山落語まつり負担金］ 3,800 文化・ことば課

子規記念博物館

【見直し】 社会体育振興事業［愛媛マラソン開催事業］ 3,500 スポーティングシティ推進課

【見直し】 観光WEBプロモーション事業 1,721 観光・国際交流課

【廃止】 中学校学習支援事業［中学校1年生への松山市全図の配布］ 1,239 学校教育課

【見直し】 道後温泉活性化事業［道後温泉地区インバウンド推進事業］ 1,000 道後温泉事務所

など

全体の縮減額 ０．８億円規模

見直し内容

松山市全図は、これまで社会科の地形図の読み取りの授業等で活用してきたが、１人
１台端末が整備されたことに伴い、簡単に拡大・縮小できるデジタル地図等で対応で
きるため、中学校１年生への松山市全図の配布を廃止する。

新型コロナウイルス感染症の影響で、中学生海外派遣事業の再開時期が未定のた
め、代替事業を実施するとともに、事業のあり方を検討する。

WEB広告の配信を取り止め、よりPR効果の高い公式SNSでの情報発信に注力するこ
とで、観光WEBサイトへの誘導を図る。

愛媛マラソンの開催負担金の財源にスポーツ振興くじ助成金を活用し、一般財源を確
保する。

子規記念博物館の「まつやま子規亭」に事業を統合し、引き続きことばの芸術文化で
ある落語を振興するとともに、「まつやま子規亭」を更に充実させる。

建物の賃貸借契約の終了に伴い、松山市まちなか子育て・市民交流センターを廃止
する。なお、今後も中央商店街の他の場所で市民交流の場づくりや子育て支援事業
を継続し、賑わいを創出していく。

ゼロカーボンシティ松山推進事業［ゼロカーボン推進補助金］

ZEH住宅（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の普及拡大と既存住宅の省エネ推進のた
め、補助制度の内容を見直す。

会計年度任用職員人件費［徴収員］

コンビニ納付やスマホ決済など納付手段が充実し、徴収員が訪問して集金する機会
が減少しているため、業務内容を見直す。

新型コロナウィルス感染症の影響による外国人観光客の大幅な減少により、フリー
Wi-Fi利用のデータ分析や効果検証が十分に行えないため、データ分析を中止し、検
証方法を検討する。

令和５年度 事務事業の見直し（主な事業）

引き続き厳しい財政事情の中、事務事業をゼロベースで見直すことで事業費を縮減し、主要事業等の施策に有効
活用することにしました。その中から、主な事業を掲載します。


